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【出典】総務省「国勢調査」「住民基本台帳人口移動報告年報」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」、厚生労働省「人口動態調査」

⚫ 沖縄県の人口は約148万人。人口増加は2022年から減少へ転換、今後もゆるやかな人口減少。

⚫ 主要因は死亡数が出生数を上回る自然減。なお、社会増は年により増減幅が大きいが、転入と転出がほぼ均衡状況を
継続。

１．沖縄地域の人口等

１-１ 総人口推移と社会増減・自然増減



⚫ 人口推移では、年少人口（15歳未満）の減少が継続し、生産年齢人口（15歳以上65歳未満）も2015年頃から緩やか
に減少。老年人口（65歳以上）も2050年頃に増加が鈍化。

⚫ 2015年人口と比較した場合、 2035年の年少人口は約4.3万人減少（約17.4％）、生産年齢人口が約5.6万人減少
（約6.3％）。 2050年の年少人口は約5.6万人減少（約22.5％）、生産年齢人口が約16万人減少（約18％）。

【出典】国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」に基づき、まち・ひと・しごと創生本部事務局作成、実数値は総務省「国勢調査」参考
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１．沖縄地域の人口等

１-２ 総人口推移と年少人口、生産年齢人口、老年人口の増減の推移



⚫ 沖縄地域では、高卒就労者（全体の約10％）のうち県内就職が約71％と低い傾向。2036年時点の18歳人口減少率は
約7％で全国で最小。18歳人口減少率の全国平均18％を考慮すると、今後、ますます県外への人材流出が課題。

⚫ 高卒者の県外就職先は、東京等の関東圏、福岡、愛知、大阪が大半を占める。
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【出典】文部科学省「学校基本調査」

２．県内学生の進路（進学、就職の状況）

２-１ 高卒生の県内就職率と18歳人口減少率



⚫ 沖縄地域の進学者総数は、近年、横ばい傾向。大学進学者数が増加し、短大、専修学校への進学者数が減少傾向。

⚫ 沖縄地域では、県内大学への進学者数が横ばい（約38百人）に対し、県外大学への進学者数は2019年以降の急増に
伴い、県外進学率は約60％まで上昇（全国平均へ近づく）。本土の若年人口減少と理工系人材の流出が一因と推察。
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【出典】文部科学省「学校基本調査」、厚生労働省「雇用動向調査」

２．県内学生の進路（進学、就職の状況）

２-２ 高卒生の進路（大学、短大、専修学校）



⚫ 沖縄地域の大卒者総数は、近年、増減幅はあるが増加傾向。企業への就職内定者数が増加（2026年は約27百人）。

⚫ 県内企業への就職内定者数が横ばい（約16百人）に対し、県外企業への就職内定者数は2021年以降の増加に伴い、
県外就職内定率は約40％にまで上昇。給与格差等に起因する人材流出が顕著 。
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２．県内学生の進路（進学、就職の状況）

２-３ 大卒生の進路

【出典】厚生労働省「沖縄労働局発表」



⚫ 沖縄地域では、県内大学への進学率（2023年）が約40％で、県内大学卒業者の県内就職率は約63％となるため、県
内大学へ進学し、県内就職する割合は約25％で、県外への人材流出が顕著。
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【出典】文部科学省「学校基本調査」、文部科学省「「各都道府県における高等教育の現状に関する調査研究」

２．県内学生の進路（進学、就職の状況）

２-４ 全国の高卒者県内進学率及び大卒者の県内就職率



⚫ 過去12年分アンケート（ n=70,887 ）による意識調査では、「地元就職を希望するか」の問いに対し、「希望す
る」＋「どちらかというと希望する」と回答した割合は、沖縄において61.4％（全体14位、全国平均約57％）。
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３．UIJターン

３-１ Ｕターンで地元就職を希望する割合（全国）

【出典】マイナビ大学生Uターン・地元就職に関する調査 経年比較データより沖縄総合事務局が編集



⚫ 全国アンケートでは、出身県外に居住する者は、出身地に愛着がある者ほど強いＵターン希望をもつほか、出身地を
離れる前に地元企業をよく知っていた者ほどＵターン希望が強い傾向。また、Ｕターンするための行政支援では、
「仕事情報の提供」「転居費用の支援」「無料職業紹介」などを要望。
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３．UIJターン

３-２ 高校時代までの地元企業の認知度別、出身市町村へのUターン希望

【出典】労働政策研究・研修機構「UIJターンの促進・⽀援と地⽅の活性化―若年期の地域移動に関する調査結果―」

Uターンするために希望する
行政⽀援（複数回答）

【出身県外居住者のうちＵターン希望者】

高校時代までの地元企業の認知程度別、
出身市町村へのUターン希望【出身県外居住者】

出身市町村へのUターン希望
―出身市町村への愛着有無別―【出身県外居住者】



⚫ 東京圏・愛知県・大阪府・福岡県を除き、全国的に若年層（15～39歳）は転出超過。とりわけ、就職等の時期である
20～24歳層の転出超過数が著しい。
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【出典】内閣官房「第１回地域働き⽅・職場改革等推進会議」

３．UIJターン

３-３ ① 若年層人材の流動状況（地域における年代別流動数）



⚫ 各年の年代別の流出・流入人口の推移では、過去から続く若年層（15～24歳）流出が課題。

⚫ 若年層を除く年代では流入傾向にあるが、 2011年は東日本大震災、2020年はコロナ禍の影響によるものと思われる
顕著な人口流入。

【出典】総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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３．UIJターン

３-３ ② 若年層人材の流動状況（沖縄における年代別流動数）



⚫ 沖縄からの人口流出先は、主に東京圏、九州圏であり、2022年以降に顕著な傾向。

⚫ 最大の流出年代である20歳未満では、東京都、福岡県、大阪府、神奈川県等から流入を上回る人口が流出。

【出典】総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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３．UIJターン

３-３ ③ 若年層人材の流動状況（沖縄における20歳代未満の流出先）



⚫ 沖縄では、2015年に15歳～19歳の者と2020年に20歳～24歳の者の人口を比較すると５年間で同年代が約8,000
人減少し、進学等で転出した者が20代で就職等に際して流出。

⚫ また、2015年に20歳～24歳等の壮年世代は５年間で同年代の者が増加し、U、I、Ｊターン傾向。2000年と1985
年データを比較すると、近年は若年世代の流出が減少し、壮年世代におけるUターン等の増加傾向が顕著。
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【出典】総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づきデジタル田園都市国家構想実現会議事務局作成

３．UIJターン

３-３ ④ 若年層人材の流動状況（沖縄における同年代の５年後の流動数）



⚫ 沖縄と他地域（青森県、新潟県、和歌山県、鹿児島県）における2015年に15歳～19歳の者と2020年に20歳～24歳
の者の人口比較では、進学等による転出人口は比較的少ない傾向。

⚫ また、2015年に20歳～24歳等の壮年世代は５年間で同年代の者が増加し、沖縄は他地域に比べU、I、Ｊターンが多
い傾向。
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【出典】総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づきデジタル田園都市国家構想実現会議事務局作成

３．UIJターン

３-３ ⑤ 若年層人材の流動状況（地域別における同年代の５年後の流動数）
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⚫ デジタル化や脱炭素化といったメガトレンドを踏まえると、将来は「問題発見力」、「的確な予測」、「革新性」が
一層求められる。

⚫ 一方で、日本の子どもの数学的・科学的リテラシーは世界でトップレベルであるにも関わらず、数学や理科を活用す
る職業に就きたい中学生の割合は国際平均よりも低い。

４．求められる人材と人材育成の現状

４-１ 産業界が求める人材（意識・行動面を含めた仕事に必要な能力に対する需要の変化）

【出典】経済産業省「未来人材ビジョン」

産業界が求める人材例 日本の子どもの数学的・科学的リテラシーの可能性
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⚫ これまで様々な技術革新により、利便性向上が図られてきたが、沖縄地域の生産年齢人口についても、2010年頃から
減少に転じ、2050年にはピーク時と比較し約17万人減少することから、AIロボット、ドローン、自動運転車、空飛
ぶ車などフィジカルAI導入による生産性向上が不可欠。

４．求められる人材と人材育成の現状

４-２ これまで実用化された技術と2050年までに実用化が期待される先端技術

【出典】各種公開資料等から沖縄総合事務局で作成

1980年代～ パソコン普及
事務処理等の負担軽減

1990年代～ インターネット普及
情報が世界と繋がる

2000年代～ スマホ普及
SNS、動画視聴等で利用拡大

2010年代～ AIロボット、ドローン普及
建設、製造、物流等分野で利用拡大

2020年代～ 生成AI、自動運行、空飛ぶ車等の普及
業務効率化、渋滞回避、迅速な物資輸送等

による生産性向上に期待
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⚫ 沖縄地域では、様々な立場から独自の人材育成が行われていることから、今後は全体最適を目指すことが重要。

４．求められる人材と人材育成の現状

４-３ 産・学・官及び産学官共創の人材育成プログラム

【出典】各種公開資料等から沖縄総合事務局で作成

人財
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４．求められる人材と人材育成の現状

４-４ ① 産業界における人材育成（Switchプログラミングスクール等）

出典：Switchプログラミングスクール https://switch-okinawa.oct-miraicreate.com/

Switchプログラミングスクール

年長・小学生を対象としたプログラミングスクール。
沖縄セルラーみらいクリエイト株式会社にて県内３校運営。

琉球科学研究会×琉球大学

小学生を対象とした科学実験スクール。
株式会社琉球科学教育研究会と琉球大学の共同によるプロジェクト。

株式会社メディアクリエイト
コミュニケーションズ

沖縄セルラー電話株式会社

出資

沖縄セルラーみらいクリエイト株式会社

Switchプログラミングスクール
真嘉比校 浦添前田校 イーアス豊崎校

運営

・これからの社会に必要な能力を鍛える
・学校教育や大学受験科目として必修化される
・IT人材の需要は今後も伸び続ける
年々関心の高まっている「プログラミング教育」であり、
子どもにとって欠かせない「教養」の一部となっている。

・研究室ベースの活動⇒AARサイクルを回し行動
・新たなプログラム⇒琉球大学の研究知見を活かしたプログラム
・学会形式の発表⇒資料作成～発表～質疑応答まで行う

・琉大放課後子ども科学クラブ
琉球大学との共同研究を行う機
関として設置。一足先にテーマ
について探求できる。
（小学校3年生～6年生向け）

・Switch科学スクール
放課後子ども科学クラブで行わ
れたテーマを、子どもたちの実
態に合わせて再編成。
（小学校1年生～6年生向け）

・SOAR善隣幼稚園
善隣幼稚園卒園生向けに設置。
研究室活動を小学生用にアレン
ジしたオリジナル教材で学ぶ。
（小学校1年生～6年生向け）

出典：株式会社琉球教育科学研究会 https://www.ryukaken.com/

https://switch-okinawa.oct-miraicreate.com/
https://switch-okinawa.oct-miraicreate.com/
https://switch-okinawa.oct-miraicreate.com/
https://switch-okinawa.oct-miraicreate.com/
https://switch-okinawa.oct-miraicreate.com/
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４．求められる人材と人材育成の現状

４-４ ② 産業界における人材育成（U-FLEC（ユーフレック））

U-FLEC（ユーフレック）～うちなー金融リテラシー向上コミュニティ～

出典：U-FLEC（ユーフレック）沖縄県金融経済教育一元窓口 沖縄県銀行協会 https://www.u-flec.com/

２０２６年３月に発足。県内３行が連携した「U-FLEC」が主導し、沖縄県
内の中学校・高等学校を対象に、若年層のうちからお金に関する正しい知識
を身につける「金融経済教育」の活動を一元的に管理・提供する。

学校のニーズに応じて、「全体バランス型」「資産形成中心型」
「金融トラブル中心型」の３つのカリキュラムを提供する。

（１）全体バランス型（はじめての金融教育向け）
・お金の役割と管理
・収入と⽀出の考え⽅
・貯蓄と将来設計
・契約の基礎知識
・キャッシュレス社会の注意点

（２）資産形成中心型（家庭科・公民との連動可能）
・投資の基礎
・リスクとリターン
・長期、分散の考え⽅
・NISA制度の概要
・ライフプランと資産形成

（３）金融トラブル中心型（生活指導・進路指導と連動可能）
・SNS型投資詐欺
・闇バイトの危険性
・消費者トラブル事例
・契約と法的責任
・自分を守る判断力
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４．求められる人材と人材育成の現状

４-４ ③ 産業界における人材育成（GW2050PROJECTS～人材育成について～）

出典：第１回沖縄地域人材育成構想会議 GW2050資料から引用し、沖縄総合事務局が作成

GW2050PROJECTS～人材育成について～

（１）沖縄の現状と課題
・所得水準は全国の約７割、労働生産性が低い
・若者流出、教育格差、貧困の連鎖、人口減少が進行
・観光依存で産業の高度化が進んでいない
・生活環境などの課題が定着を阻害
・島嶼性による市場規模・交通・環境の制約
→ さらなる経済成長を阻む構造的な課題

（２）沖縄の優位性
・アジア20億人市場の中心に位置する地理的特性があり、
世界からアクセスしやすい国際性
・温暖で自然豊かな滞在・定着に適した環境
・異文化を受容する歴史・精神による多様性の受容力
→ 「人材育成・交流のハブ」として成長できるポテンシャ
ルがある

沖縄における現状と課題、沖縄の優位性を踏まえ、GW人材育成モデルは、高度人材の育成とグローバル人材の育成を両輪で進める。また、
経営マネジメント能力の向上は観光関連産業や新興産業の高度化に波及する。また、グローバル人材の育成は次世代を担う人材の教育から優
秀な人材の誘致まで幅広い効果をもたらす。
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４．求められる人材と人材育成の現状

４-５ ① 教育界における人材育成（琉大SEARCHプログラム（小中学生向け））

琉大SEARCHプログラム（小中学生向け）

出典：琉大ハカセ塾 琉球大学次世代人材育成事業 https://jisedai.skr.u-ryukyu.ac.jp/hakase/

琉球大学が実施する科学技術イノベーションを牽引する次世代の傑出した人材を育成するためのプログラム。JST（国立研究開発法人科学技術振興機
構）事業のうち、次世代科学技術チャレンジプログラム（小中高型）事業に採択され、令和６年８月より「琉大SEARCHプログラム」として実施する。

琉大ハカセ塾

「琉大SEARCHプログラム」のうち小中学生向けプログラムの愛称。
科学に優れた才能を持つ児童・生徒を選抜し、
琉球大学の教授などが直接指導する。

第１段階教育プログラム

第２段階教育プログラム

基礎授業では、講義や演習・実験、グループ討議などで科学分野の基
礎を、選択授業では先端科学のトピックを学び、論理的思考力や科学
者として必要な能力を幅広く育成する。

大学の研究室に配属され、担当教員の指導を受けながら、受講生が
個々に設定した研究課題に取り組む。また、研究成果を取りまとめ、
科学作品展などへの出展や学会などでの発表にも挑戦する。



４．求められる人材と人材育成の現状

４-５ ② 教育界における人材育成（琉大SEARCHプログラム（高校生向け））

琉大SEARCHプログラム（高校生向け）

琉球大学が実施する科学技術イノベーションを牽引する次世代の傑出した人材を育成するためのプログラム。JST（国立研究開発法人科学技術振興機
構）事業のうち、次世代科学技術チャレンジプログラム（小中高型）事業に採択され、令和６年８月より「琉大SEARCHプログラム」として実施する。

琉大カガク院

「琉大SEARCHプログラム」のうち高校生向けプログラムの愛称。
理数分野に優れた高校生を選抜し、琉球大学の教授などが直接指導す
る。

第１段階教育プログラム

第２段階教育プログラム

高校生レベルを超えた自然科学についての講義や実験・演習、研究倫
理教育、論理的思考力や科学的探求を育成する必修授業に加え、視野
を広げるため多様な分野の先端トピックを学ぶ応用授業を受講し「研
究基礎力」を養う。

研究室に配属され、担当教員の指導を受けながら研究活動を実施する。
学会での発表、論文執筆、研究交流を通して未来の科学者としてのス
キルを磨き「研究実践力」を伸ばす。

第１段階教育プログラム

健康医療分野 海洋科学分野

亜熱帯生物系分野 応用科学分野

産業創出分野

分離融合分野・社会課題解決分野

第２段階教育プログラム

長寿健康医療

亜熱帯資源開発・海洋科学

当初産業開発・観光情報工学

文理融合・社会課題解決

出典：琉大カガク院 琉球大学次世代人材育成事業 https://jisedai.skr.u-ryukyu.ac.jp/kagaku/
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４．求められる人材と人材育成の現状

４-５ ③ 教育界における人材育成（島嶼スマート社会を共創する琉球大学高度IT人材育成プロジェクト（琉球大学））

出典：琉大HP（令和６年度大学・高専機能強化事業（成長分野転換基金））https://www.u-ryukyu.ac.jp/wp-content/uploads/2024/08/ryukyu_shien2general_2024_gaiyo.pdf



⚫ 内閣府では、沖縄県経済の発展に向けて、観光業等のリーディング産業の高度化や、ものづくり産業等の経済基盤と
なる産業の底上げを図るため、平成２９年度から沖縄中核人材育成事業による支援を行い、これまでに約120事業、
約2,400人の人材を育成。
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４．求められる人材と人材育成の現状

４-６ ① 国が⽀援するリカレント教育（産業中核人材育成事業【内閣府】）



⚫ 観光の食料品・菓子の消費は推計625億円、うち約６割が県外製造品。観光需要は急激に回復するものの、労働集約
型の食品業界ではコロナ禍の解雇等で傷んだ生産体制は戻らず、需要対応のため県外OEM調達の増加が顕著。

⚫ そのような中、沖縄中核人材育成事業では、人手不足に対応したデジタル・ロボット化による生産性向上のため、食
品製造プロセスにおける工程改善人材育成プログラムを実施。

25

４．求められる人材と人材育成の現状

４-６ ② リカレント教育（産業中核人材育成事業【内閣府】）



⚫ 沖縄地域（2023年度）における大学及び沖縄高専の定員は、理工農系850人（18％）、保健412人（9％）、人社
系・その他が約3,480人（73％）であり、理工農系人材の割合は低い（全国では理工農系14万人（22％）、保健8万
人（13％）、人社系・その他41万人（65％））。なお、専修学校からは毎年約4,000人の人材を輩出。

【参考】沖縄地域の高等教育機関からの人材輩出

26
【出典】「各都道府県における高等教育の現状に関する調査研究」、文部科学省「学校基本調査」

工業 409 那覇市、浦添市　他

医療 971 那覇市、浦添市　他

衛生 427 那覇市、浦添市　他

教育・社会福祉 498 那覇市、浦添市　他

商業実務 682 那覇市、浦添市　他

文化・教養 1,135 那覇市、浦添市　他

【参考】沖縄における専修学校　（学科別卒業者数：4,122）

人文社会学部 ●人文科学、●社会科学 200 西原町

国際地域創造学部（社会科学） ●社会科学 345 西原町

理学部 ●理学 200 西原町

工学部 ●工学 350 西原町

農学部 ●農学 140 西原町

医学部 ●保健 172 西原町

教育学部 ●教育 140 西原町

人間健康学部 ▲保健（80）、▲教育、▲その他 255 名護市

国際学部 ▲社会科学 340 名護市

美術工芸学部 ▲芸術 65 那覇市

音楽学部 ▲芸術 40 那覇市

看護学部 ▲保健 80 那覇市

【国立大学】琉球大学（定員合計：1,547）

【公立大学】名桜大学（定員合計：595）

【公立大学】沖縄県立芸術大学（定員合計：105）

【公立大学】沖縄県立看護大学（定員合計：80）

総合文化学部 ★人文科学、★社会科学、★その他 465 宜野湾市

法学部 ★社会科学 220 宜野湾市

産業情報学部 ★社会科学 230 宜野湾市

経済学部 ★社会科学 230 宜野湾市

人文学部 ★人文科学、★社会科学 250 那覇市

経法商学部 ★社会科学 220 那覇市

健康栄養学部 ★保健 80 那覇市

人文学部 ★人文科学 90 西原町

総合ビジネス学科 ◆社会科学 70 与那原町

児童教育学科 ◆教育 200 与那原町

英語科 ◆人文科学 100 西原町

保育科 ◆教育 100 西原町

機械システム工学科 ■工学 40 名護市

情報通信システム工学科 ■工学 40 名護市

メディア情報工学科 ■工学 40 名護市

生物資源工学科 ■工学 40 名護市

【私】沖縄女子短期大学（定員合計：270）

【私】沖縄キリスト教短期大学（定員合計：200）

【国】沖縄工業高等専門学校（定員合計：160）

【私立大学】沖縄国際大学（定員合計：1,145）

【私立大学】沖縄大学（定員合計：550）

【私立大学】沖縄キリスト教学院大学（定員合計：90）
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⚫ 沖縄21世紀ビジョン基本計画に基づき「地域連携プラットフォーム」を検討し、本年５月に「美ら島地域連携プラッ
トフォーム」を設置。

５．人材育成を視点とした産学連携

５-１ 沖縄における地域連携プラットフォーム

【出典】「新・沖縄21世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）」https://www.pref.okinawa.jp/kensei/shisaku/1014211/1014223/1014250/index.html
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⚫ 2040年には、産業構造や社会システム変化を踏まえた労働力需給ギャップにより、地域の経済社会を支えるエッセン
シャルワーカーや、理系人材の不足が懸念されるため、産業イノベーション人材の育成が重要。

５．人材育成を視点とした産学連携

５-２ 高校教育からのアプローチも重要（N-E.X.Tハイスクール）

【出典】文部科学省「産業構造の変化を踏まえた高校から大学・大学院を通した人材育成システム改革に向けて」
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５．人材育成を視点とした産学連携

５-３ 地域構想推進プラットフォーム

⚫ 急速な少子化が進行する中、地元進学希望者の高等教育機会の確保、2040年社会を見据え、各地域の高等教育を取り
巻く状況や課題、将来の人材需要等を共通認識し、地域にとって真に必要かつ魅力ある高等教育のため、各地域の大
学間・産学官金等間の連携推進方策を講じる。

【出典】文部科学省「産業構造の変化を踏まえた高校から大学・大学院を通した人材育成システム改革に向けて」



⚫ 沖縄地域の労働生産性(2021年)は総じて低く、一部を除き全国平均を下回り、建設業が比較的高い。従業者数では、
医療・福祉分野の割合が多く、製造業が少ないことが特徴。

【参考】沖縄地域における労働生産性

30
【出典】総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」

産業別労働生産性-沖縄県 産業別労働生産性-全国



⚫ 全産業の事業従事者1人当たり純付加価値額は、東京都（1,233万円）が突出して高く、沖縄県（360万円）が最下位。
医療・福祉の事業従事者1人当たり純付加価値額の全国との割合は39.9と低い割合になっている。※新型コロナウイ
ルスの影響と推察。

【参考】沖縄地域における労働生産性

31
【出典】総務省「令和3年経済センサス活動調査・事業所等に関する集計」より作成
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